
ファイル名:0000000_1_9663346502208.doc 更新日時:2010/08/11 9:54 印刷日時:10/08/11 11:25 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第10期第１四半期) 

 

 



ファイル名:0000000_3_9663346502208.doc 更新日時:2008/07/04 17:29 印刷日時:10/08/11 11:25 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:0000000_4_9663346502208.doc 更新日時:2010/08/11 11:25 印刷日時:10/08/11 11:25 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………３ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………４ 

２ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………４ 

３ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………４ 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………４ 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………10 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………11 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………11 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………17 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………17 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………18 

１ 【四半期財務諸表】………………………………………………………………………………19 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………30 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………31 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月11日 

【四半期会計期間】 第10期第１四半期(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

【会社名】 株式会社セブン銀行 

【英訳名】 Seven Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 二子石 謙輔 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号 

【電話番号】 03-3211-3041 

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員企画部長 舟竹 泰昭 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号 

【電話番号】 03-3211-3041 

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員企画部長 舟竹 泰昭 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成21年度
第１四半期 

累計(会計)期間

平成22年度
第１四半期 

累計(会計)期間
平成21年度

 

(自平成21年
 ４月１日
至平成21年
  ６月30日)

(自平成22年
４月１日

至平成22年
６月30日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

経常収益 百万円 22,697 21,636 88,830 

経常利益 百万円 8,253 7,912 30,407 

四半期純利益 百万円 4,871 4,622 ―

当期純利益 百万円 ─ ─ 17,953 

持分法を適用した場合の
投資利益 

百万円 ─ ─ ─

資本金 百万円 30,503 30,503 30,503 

発行済株式総数 株 1,220,027 1,220,027 1,220,027 

純資産額 百万円 99,846 111,206 109,939 

総資産額 百万円 534,905 551,101 502,782 

１株当たり純資産額 円 81,804.79 91,078.73 90,039.83 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 3,992.83 3,788.73 ―

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― 14,716.01 

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額 

円 3,992.17 3,787.53 ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

円 ― ― 14,712.13 

１株当たり配当額 円 ─ ─ 5,200 

自己資本比率 ％ 18.65 20.16 21.84 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 16,782 19,349 30,527 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △12,868 △11,817 △ 10,518

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △3,415 △3,355 △ 6,405

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 281,088 298,370 294,192 

従業員数 人 319 321 329 
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりません。 

２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。 

５．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しておりま

す。 

  

  

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係

会社についても、異動はありません。 

  

  

当第１四半期会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

  

当社の従業員数 

 
(注) １．従業員数は就業人員数であります（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。ま

た、役員、嘱託社員、派遣スタッフ、パート社員は除く）。 

２．従業員数の［外書］は、１日８時間、月間163時間換算による臨時従業員の当第１四半期会計期間における

平均人員を概数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 321［236］
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第２ 【事業の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載

しておりません。 

  

当第１四半期会計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しており

ません。また、第９期有価証券報告書（平成22年６月18日提出）に記載した「事業等のリスク」に重要な

変更はありません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の締結は行われておりません。 

  

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであ

ります。 

(1) 業績の状況 

①経営成績に関する分析 

（当期間の経営成績） 

当第１四半期会計期間におけるわが国の景気は、輸出や生産の増加を背景に企業収益や景況感が改善

し、緩やかに回復しつつあります。また、雇用・所得環境の厳しさは幾分和らぎ、そうしたもとで個人

消費は持ち直しております。  

 こうした環境の下、当第１四半期会計期間の当社業績は、経常収益21,636百万円、経常利益7,912百

万円、四半期純利益4,622百万円となりました。  
  

 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 前第１四半期会計期間
（百万円）

当第１四半期会計期間
（百万円） 増減率（％）

経常収益 22,697 21,636 △4.6

経常利益 8,253 7,912 △4.1

四半期純利益 4,871 4,622 △5.1
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・ＡＴＭサービス 

当第１四半期会計期間も、提携先の拡大やセブン＆アイＨＬＤＧＳ．グループ内外へのＡＴＭ設置

推進等により、ＡＴＭをご利用いただくお客さまの利便性向上に努めました。この結果、ＡＴＭ設置

台数は14,681台になりました。一方、貸金業提携先の法改正に伴う貸出審査の厳格化等によりキャッ

シング取引が減少し、ＡＴＭ１日１台当たりの平均利用件数は115.7件（前年同期間比0.6%減）とな

りました。ただし、この間の総利用件数はＡＴＭ台数増加により、153百万件（同4.6％増）と推移し

ました。 

 なお、平成22年６月末現在の提携金融機関数は、新規提携等により同年３月末比９社増加し564社

（注）になりました。  

   (注)ＪＡバンク及びＪＦマリンバンクについては、業態としてそれぞれ１つとしております。 
  

・金融サービス 

平成22年６月末現在、個人のお客さまの口座数は806千口座（同年３月末比3.9％増）となりまし

た。また、個人向けローンサービスの契約数は４千件（同年３月末比65.3％増）となりました。 

  

②財政状態に関する分析 

(資産、負債及び純資産の状況) 

総資産は、551,101百万円となりました。 

  このうちＡＴＭ運営のために必要な現金預け金が298,370百万円と過半を占めております。この他、

主に為替決済、日本銀行当座貸越取引の担保として必要な有価証券残高が97,551百万円、提携金融機関

との一時的な立替金であるＡＴＭ仮払金が78,897百万円となっております。  

負債合計は、439,894百万円となりました。  

 このうち主なものは預金であり、その残高（譲渡性預金を除く）は223,094百万円となっておりま

す。このうち、個人向け普通預金残高が91,119百万円、定期預金残高は44,312百万円となっておりま

す。 

純資産合計は、111,206百万円となりました。 

 このうち利益剰余金は48,873百万円となっております。  
  

 
  

 

 前事業年度末
（百万円）(A)

当第１四半期会計期間末
（百万円）(B)

増減（百万円）
(B)-(A)

総資産 502,782 551,101 48,319

負債 392,843 439,894 47,051

純資産 109,939 111,206 1,267
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③国内業務部門収支 

当第１四半期会計期間の資金運用収支は前第１四半期会計期間比8百万円増加し△442百万円、役務

取引等収支は同1,119百万円減少し19,052百万円、その他業務収支は同23百万円増加し△5百万円とな

りました。 

  

 
(注) 国際業務部門の収支はありません。また、特定取引収支はありません。 

  

種類 期別 金額（百万円）

資金運用収支 
前第１四半期会計期間 △450

当第１四半期会計期間 △442

 うち資金運用収益 
前第１四半期会計期間 113 

当第１四半期会計期間 60 

 うち資金調達費用 
前第１四半期会計期間 564 

当第１四半期会計期間 502 

役務取引等収支 
前第１四半期会計期間 20,171 

当第１四半期会計期間 19,052 

 うち役務取引等収益 
前第１四半期会計期間 22,574 

当第１四半期会計期間 21,551 

 うち役務取引等費用 
前第１四半期会計期間 2,402 

当第１四半期会計期間 2,499 

その他業務収支 
前第１四半期会計期間 △28

当第１四半期会計期間 △5

 うちその他業務収益 
前第１四半期会計期間 ―

当第１四半期会計期間 ―

 うちその他業務費用 
前第１四半期会計期間 28 

当第１四半期会計期間 5 
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④国内業務部門役務取引の状況 

当第１四半期会計期間の役務取引等収益は、ＡＴＭ関連業務20,788百万円及び為替業務128百万円

等により合計で前第１四半期会計期間比1,022百万円減少し21,551百万円となりました。役務取引等

費用は、支払為替手数料を含めて同97百万円増加し2,499百万円となりました。 

  

 
(注) 国際業務部門の役務取引はありません。 

  

種類 期別 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第１四半期会計期間 22,574 

当第１四半期会計期間 21,551 

 うち預金業務 
前第１四半期会計期間 13 

当第１四半期会計期間 14 

 うち為替業務 
前第１四半期会計期間 126 

当第１四半期会計期間 128 

 うちＡＴＭ関連業務 
前第１四半期会計期間 21,803 

当第１四半期会計期間 20,788 

役務取引等費用 
前第１四半期会計期間 2,402 

当第１四半期会計期間 2,499 

 うち為替業務 
前第１四半期会計期間 57 

当第１四半期会計期間 56 

 うちＡＴＭ関連業務 
前第１四半期会計期間 2,341 

当第１四半期会計期間 2,435 
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⑤国内業務部門預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注) １．国際業務部門の預金残高はありません。 

２．流動性預金＝普通預金 

３．定期性預金＝定期預金 

  

⑥国内業務部門貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 

  

 
(注) 国際業務部門の貸出金残高はありません。 

  

  

種類 期別 金額(百万円)

預金合計 
前第１四半期会計期間 209,389 

当第１四半期会計期間 223,094 

 うち流動性預金 
前第１四半期会計期間 154,077 

当第１四半期会計期間 153,114 

 うち定期性預金 
前第１四半期会計期間 54,647 

当第１四半期会計期間 69,772 

 うちその他 
前第１四半期会計期間 664 

当第１四半期会計期間 207 

譲渡性預金 
前第１四半期会計期間 60,500 

当第１四半期会計期間 15,300 

総合計 
前第１四半期会計期間 269,889 

当第１四半期会計期間 238,394 

業種別
平成21年６月30日 平成22年６月30日

貸出金残高（百万円） 構成比（％） 貸出金残高（百万円） 構成比（％）

個人 ─ ─ 242 100.00 

法人 ─ ─ ─ ─

合計 ─ ─ 242 100.00 

― 8 ―



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物は、298,370百万円となりました。各キャッシ

ュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主にコールマネーの増加額25,600百万円、預金の増加額

14,385百万円、譲渡性預金の増加額5,000百万円等の増加要因が、コールローンの増加額18,000百万

円、ＡＴＭ未決済資金の増加額10,580百万円等の減少要因を上回ったことにより19,349百万円の収入と

なりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有価証券の取得による支出87,258百万円が、有価証券の

償還による収入79,040百万円を上回ったことにより11,817百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、剰余金の配当3,355百万円の支払により3,355百万円の支出と

なりました。 

  

 
  

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた問題はありません。 

  

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

 

前第１四半期会計期間
（百万円）(A)

当第１四半期会計期間
（百万円）(B)

増減（百万円）
(B)-(A)

営業活動による 
キャッシュフロー 16,782 19,349 2,567

投資活動による 
キャッシュフロー 

△ 12,868 △ 11,817 1,050

財務活動による 
キャッシュフロー 

△ 3,415 △ 3,355 60

現金及び現金同等物の 
四半期末残高 281,088 298,370 17,282
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第３ 【設備の状況】 

１ 主要な設備の状況 

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,880,000 

計 4,880,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,220,027 1,220,027 
大阪証券取引所
（JASDAQ市場）

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容に制限のない、
標準となる株式であります。単
元株制度は採用しておりませ
ん。 

計 1,220,027 1,220,027 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 （イ）平成20年６月18日第７回定時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議 

 
（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、１株とします。 

 ２．当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものと 
します。 
      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 
 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場
合、株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の
無償割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上
までの調整により生じる１株未満の端株は切捨てるものとします。 

 ３．（１）新株予約権者は、当社取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使する 
     ことができるものとします。 

     （２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続 
   人による新株予約権の行使の条件は、下記（３）の契約に定めるところによります。 

   （３）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予 
   約権割当て契約」に定めるところによります。 

 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお
いて残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号
のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づき
それぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以
下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契
約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

   （１）交付する再編成対象会社の新株予約権の数  
     組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株 
   予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  

   （２）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  
      再編成対象会社の普通株式とします。 

     （３）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数  
    組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま 
   す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

    （４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  
    交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の 
     うえ、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とし 
     ます。 

     （５）新株予約権を行使することができる期間  
    「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織 
   再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することが 
   できる期間の満了日までとします。 

     （６）譲渡による新株予約権の取得の制限  
    譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するも 
     のとします。 

   （７）新株予約権の行使の条件  
    「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個)     157 （注）１．

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)     157 （注）２．

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約権
の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月13日から  
平成50年８月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格   １株当たり236,480円
 資本組入額  １株当たり118,240円

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４．
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   （８）再編成対象会社による新株予約権の取得事由 
       以下に準じて決定します。  

      ①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等 
     により権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得するこ 
      とができるものとします。 

      ②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社 
     の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得する 
     ことができるものとします。  

             a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  
             b.当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画承認の議案 
             c.当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案 

           ③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合当社は新株予約権を無償で取得する 

         ことができるものとします。 

  （９）上記表中は、平成20年７月18日の取締役会決議により一部修正された内容となります。 

  

 （ロ）平成20年６月18日開催の取締役会決議 

 
（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、１株とします。 

 ２．当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものと
します。  
      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率  
 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場
合、株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の
無償割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上
までの調整により生じる１株未満の端株は切捨てるものとします。 

 ３．（１）新株予約権者は、当社執行役員の地位を喪失した日（新株予約権者が当社の取締役に就任した場合 
     は取締役の地位を喪失した日）の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使することができるものと 
     します。 

   （２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続 
   人による新株予約権の行使の条件は、下記（３）の契約に定めるところによります。 

   （３）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予 
   約権割当て契約」に定めるところによります。 

 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお
いて残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号
のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づき
それぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以
下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契
約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

   （１）交付する再編成対象会社の新株予約権の数  
       組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株 
      予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  
    （２）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  
         再編成対象会社の普通株式とします。 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個)     21 （注）１．

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)     21 （注）２．

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約権
の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月13日から  
平成50年８月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格   １株当たり236,480円
 資本組入額  １株当たり118,240円

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４．
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    （３）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
       組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま 
    す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 
     （４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  

    交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の 
     うえ、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とし 
     ます。 

     （５）新株予約権を行使することができる期間  
    「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織 
     再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することが 
   できる期間の満了日までとします。 

     （６）譲渡による新株予約権の取得の制限  
    譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するも 
     のとします。 

    （７）新株予約権の行使の条件  
      「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 
    （８）再編成対象会社による新株予約権の取得事由  
          以下に準じて決定します。  
          ①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等 
        により権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得するこ 
         とができるものとします。 
          ②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社 
        の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得する 
      ことができるものとします。  
            a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  
            b.当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画承認の議案 
            c.当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案 
          ③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合当社は新株予約権を無償で取得する 
            ことができるものとします。 

  （９）上記表中は、平成20年７月18日の取締役会決議により一部修正された内容となります。 

  

 （ハ）平成21年７月10日開催の取締役会決議 

 
（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、１株とします。 

 ２．当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものと
します。  
      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率  
 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場
合、株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の
無償割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上
までの調整により生じる１株未満の端株は切捨てるものとします。 

３．（１）新株予約権者は、当社取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使する 
    ことができるものとします。 
    （２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続 
     人による新株予約権の行使の条件は、下記（３）の契約に定めるところによります。 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個)     171 （注）１．

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)     171 （注）２．

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約権
の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成21年８月４日から  
平成51年８月３日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格   １株当たり221,862円
 資本組入額  １株当たり110,931円

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４．
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    （３）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予 
     約権割当て契約」に定めるところによります。 
 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお
いて残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号
のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づき
それぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以
下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契
約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

    （１）交付する再編成対象会社の新株予約権の数  
       組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株 
      予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  
    （２）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  
         再編成対象会社の普通株式とします。 
    （３）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数  
       組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま 
    す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 
    （４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  
       交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の 
        うえ、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とし 
        ます。 
    （５）新株予約権を行使することができる期間  
       「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織 
        再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することが 
    できる期間の満了日までとします。 
    （６）譲渡による新株予約権の取得の制限  
       譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するも 
        のとします。 
    （７）新株予約権の行使の条件  
      「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 
    （８）再編成対象会社による新株予約権の取得事由  
          以下に準じて決定します。  
          ①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等 
        により権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得するこ 
         とができるものとします。 
          ②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社 
        の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得する 
            ことができるものとします。  
            a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  
            b.当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画承認の議案 
            c.当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案 
          ③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合当社は新株予約権を無償で取得する 
            ことができるものとします。 

  

 （ニ）平成21年７月10日開催の取締役会決議 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個)     38 （注）１．

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)     38 （注）２．

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約権
の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成21年８月４日から   
平成51年８月３日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格   １株当たり221,862円
 資本組入額  １株当たり110,931円

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４．
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（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、１株とします。 
 ２．当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものと

します。  
      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率  
 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場
合、株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の
無償割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上
までの調整により生じる１株未満の端株は切捨てるものとします。 

３．（１）新株予約権者は、当社執行役員の地位を喪失した日（新株予約権者が当社の取締役に就任した場合 
        は取締役の地位を喪失した日）の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使することができるものと 
        します。 
    （２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続 
     人による新株予約権の行使の条件は、下記（３）の契約に定めるところによります。 
    （３）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予 
     約権割当て契約」に定めるところによります。 
 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお
いて残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号
のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づき
それぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以
下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契
約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

    （１）交付する再編成対象会社の新株予約権の数  
       組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株 
      予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  
    （２）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  
          再編成対象会社の普通株式とします。 
    （３）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数  
       組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま 
    す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 
    （４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  
       交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の 
        うえ、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とし 
        ます。 
    （５）新株予約権を行使することができる期間  
       「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織 
        再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することが 
    できる期間の満了日までとします。 
    （６）譲渡による新株予約権の取得の制限  
       譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するも 
        のとします。 
    （７）新株予約権の行使の条件  
       「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 
    （８）再編成対象会社による新株予約権の取得事由  
          以下に準じて決定します。  
          ①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等 
        により権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得するこ 
         とができるものとします。 
          ②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社 
        の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得する 
            ことができるものとします。  
            a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  
            b.当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画承認の議案 
            c.当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案 
          ③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合当社は新株予約権を無償で取得する 
            ことができるものとします。 
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

(7) 【議決権の状況】 
  

① 【発行済株式】 

 
（注）当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容を確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在で記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年６月30日 ― 1,220,027 ― 30,503 ― 30,503 

  平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式   
    1,220,027 1,220,027 

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 1,220,027 ― ―

総株主の議決権 ― 1,220,027 ―

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 188,900 186,100 173,300 

最低(円) 179,800 152,400 156,100 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

１．当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債

の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しておりま

す。 

  なお、前第１四半期会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び前第１四半期累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき作成し、当第

１四半期会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成22年

４月１日 至平成22年６月30日）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づき作成しております。 

  

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（自平成21年４月

１日 至平成21年６月30日）及び前第１四半期累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）に

係る四半期財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半期会計期間

（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成

22年６月30日）に係る四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けて

おります。 

 なお、有限責任 あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもってあずさ

監査法人から名称変更をしております。 

  

３．当社は子会社等がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。           
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 298,370 294,192

コールローン 38,000 20,000

有価証券 ※2  97,551 ※2  89,410

貸出金 ※1  242 ※1  126

前払年金費用 67 77

未収収益 7,419 7,106

ＡＴＭ仮払金 78,897 61,763

その他資産 ※2  1,304 ※2  1,116

有形固定資産 ※3  11,034 ※3  11,257

無形固定資産 17,249 16,648

繰延税金資産 1,048 1,211

貸倒引当金 △83 △129

資産の部合計 551,101 502,782

負債の部   

預金 223,094 208,708

譲渡性預金 15,300 10,300

コールマネー ※2  38,900 ※2  13,300

借用金 31,000 31,000

社債 90,000 90,000

ＡＴＭ仮受金 32,328 25,775

その他負債 8,724 13,464

賞与引当金 548 294

負債の部合計 439,894 392,843

純資産の部   

資本金 30,503 30,503

資本剰余金 31,742 31,742

利益剰余金 48,873 47,606

株主資本合計 111,119 109,851

その他有価証券評価差額金 △0 △0

評価・換算差額等合計 △0 △0

新株予約権 88 88

純資産の部合計 111,206 109,939

負債及び純資産の部合計 551,101 502,782
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

経常収益 22,697 21,636

資金運用収益 113 60

（うち貸出金利息） － 7

（うち有価証券利息配当金） 96 34

役務取引等収益 22,574 21,551

（うちＡＴＭ受入手数料） 21,803 20,788

その他経常収益 9 23

経常費用 14,443 13,724

資金調達費用 564 502

（うち預金利息） 87 89

役務取引等費用 2,402 2,499

（うちＡＴＭ設置支払手数料） 2,226 2,336

（うちＡＴＭ支払手数料） 114 99

その他業務費用 28 5

営業経費 11,448 10,711

その他経常費用 0 5

経常利益 8,253 7,912

特別利益 7 45

貸倒引当金戻入益 7 45

特別損失 8 132

固定資産処分損 8 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 131

税引前四半期純利益 8,252 7,825

法人税、住民税及び事業税 3,100 3,040

法人税等調整額 280 162

法人税等合計 3,381 3,202

四半期純利益 4,871 4,622
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 8,252 7,825

減価償却費 3,071 2,638

貸倒引当金の増減（△） △7 △45

資金運用収益 △113 △60

資金調達費用 564 502

固定資産処分損益（△は益） 8 1

貸出金の純増（△）減 － △115

預金の純増減（△） 21,277 14,385

譲渡性預金の純増減（△） 19,300 5,000

借用金の純増減（△） △23,000 －

コールローン等の純増（△）減 △11,000 △18,000

コールマネー等の純増減（△） 18,900 25,600

ＡＴＭ未決済資金の純増（△）減 △11,297 △10,580

資金運用による収入 111 68

資金調達による支出 △807 △772

その他 △1,456 △636

小計 23,802 25,809

法人税等の支払額 △7,020 △6,460

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,782 19,349

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △86,458 △87,258

有価証券の償還による収入 75,140 79,040

有形固定資産の取得による支出 △363 △849

無形固定資産の取得による支出 △1,185 △2,750

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,868 △11,817

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ストックオプションの行使による収入 0 －

配当金の支払額 △3,416 △3,355

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,415 △3,355

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 498 4,177

現金及び現金同等物の期首残高 280,589 294,192

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  281,088 ※1  298,370
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

  

【簡便な会計処理】 

  

 
  
  

項目
当第１四半期会計期間
(自  平成22年４月１日 
 至  平成22年６月30日)

１．会計処理基準に関する事項

の変更 

(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、経常利益は５百万円、税引前四半期純利益は136百万円それぞ

れ減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は247百万円であります。 

  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期会計期間

１．減価償却費の算定方法  定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額

を期間按分する方法により算定しております。 

  

２．貸倒引当金の計上方法  「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想

損失額を引き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきまして

は、平成22年３月期の予想損失率を適用して計上しております。 

  

３．税金費用の計算  法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しております

が、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目

に限定して適用しております。 

  

４．繰延税金資産の回収可能 

性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況につ

いて前事業年度末から大幅な変動がないと認められるため、同年度末の検討に

おいて使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結果を適用して

おります。 
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【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

  

 
  

（四半期損益計算書関係） 

  

 
  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 
  

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額              ─ 

延滞債権額               0百万円 

３ヵ月以上延滞債権額          ─ 

貸出条件緩和債権額           ─ 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

  有価証券             1,199百万円 

担保資産に対応する債務      

 コールマネー           1,100百万円 

 上記のほか、為替決済、日本銀行当座貸越取引の

担保として、有価証券94,058百万円を差し入れてお

ります。 

 また、その他資産のうち保証金は777百万円であ

ります。 

※３．有形固定資産の減価償却累計額 

                   28,931百万円 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権はありません。 

  

 

  

 

  

 

  

※２．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

  有価証券            1,199百万円 

担保資産に対応する債務      

 コールマネー          1,100百万円 

 上記のほか、為替決済、日本銀行当座貸越取引の

担保として、有価証券85,916百万円を差し入れてお

ります。 

 また、その他資産のうち保証金は734百万円であ

ります。 

※３．有形固定資産の減価償却累計額 

                                  27,593百万円  

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間

 

───── 

  

 

──── 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円) 

   

平成21年６月30日現在  

現金預け金勘定 281,088

現金及び現金同等物 281,088

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円) 

   

平成22年６月30日現在  

現金預け金勘定 298,370

現金及び現金同等物 298,370
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（株主資本等関係） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (単位：株) 

 
(注) 自己株式は存在いたしません。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

 
(注) 自己新株予約権は存在いたしません。 

  

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期 

    間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等） 

  

【セグメント情報】 

  当社は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

当第１四半期会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 
当第１四半期 

会計期間末株式数

発行済株式  

 普通株式 1,220,027 

合計 1,220,027 

区分
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的
となる株式の数(株)

当第１四半期会計
期間末残高(百万円)

当社 ─ ─ 88 

合計 ───── 88 

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月28日 
取締役会 

普通株式 3,355 2,750 平成22年３月31日 平成22年６月１日 利益剰余金
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（金融商品関係） 

  

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日現在） 

 平成22年６月30日における四半期貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりませ

ん。 

（単位：百万円） 

 
（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、現金預け金、コ

ールローン、ＡＴＭ仮払金に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、四半期貸借対照表

計上額から直接減額しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。なお、満期のある預け金はありません。 

(2) コールローン 

約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

(3) 有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

 なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しており

ます。 

科目
四半期貸借対照表

計上額
時 価 差 額

(1) 現金預け金（＊） 298,366 298,366 ─

(2) コールローン（＊） 37,941 37,941 ─

(3) 有価証券   

   その他有価証券 95,257 95,257 ─

(4) 貸出金 242  

   貸倒引当金（＊） △0  

 242 242 ─

(5) ＡＴＭ仮払金（＊） 78,895 78,895 ─

資産計 510,702 510,702 ─

(1) 預金 223,094 223,413 319 

(2) 譲渡性預金 15,300 15,300 ─

(3) コールマネー 38,900 38,900 ─

(4) 借用金 31,000 31,723 723 

(5) 社債 90,000 92,202 2,202 

(6) ＡＴＭ仮受金 32,328 32,328 ─

負債計 430,622 433,868 3,245 
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(4) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。なお、固定金利によるものはありません。 

 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価

は四半期会計期間末における四半期貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似して

おり、当該価額を時価としております。 

(5) ＡＴＭ仮払金 

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

  

負 債 

(1) 預金、及び (2) 譲渡性預金 

要求払預金については、四半期会計期間末に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割

り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を

用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) コールマネー 

約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

(4) 借用金 

借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額

（金利スワップの特例処理の対象とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利

金の合計額）を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。な

お、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。なお、変動金利によるものはありません。 

(5) 社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 

(6) ＡＴＭ仮受金 

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

  

デリバティブ取引 

 デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。 
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（有価証券関係） 

  

当第１四半期会計期間末 

※ 四半期貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成22年６月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成22年６月30日現在） 

  

 
(注) 四半期貸借対照表計上額は、当第１四半期会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計

上したものであります。 

  

（金銭の信託関係） 

  

当第１四半期会計期間末 

該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

当第１四半期会計期間末 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 

  

 取得原価(百万円)
四半期貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

債券 95,259 95,257 △1

  国債 85,072 85,072 △0

  地方債 7,961 7,962 0 

  社債 2,225 2,223 △1

合計 95,259 95,257 △1
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（ストック・オプション等関係） 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

  

 
  

（資産除去債務関係） 

  

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日現在） 

変動の内容及び当第１四半期会計期間における総額の増減は次のとおりであります。 

  

 
  

(注) 当第１四半期会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20

年３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当第１四半期会計期

間の期首における残高を記載しております。 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期会計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期会計期間

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

前事業年度末残高(注) 247百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ―  

その他増減額(△は減少) 1百万円

当第１四半期会計期間末残高 248百万円
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（１株当たり情報） 

  

１．１株当たり純資産額 

  

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。 

 
  

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

 
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 91,078円73銭 90,039円83銭

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金
額 

円 3,992円83銭 3,788円73銭

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 3,992円17銭 3,787円53銭

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益 百万円 4,871 4,622 

 普通株主に帰属しない
金額 

百万円 ─ ─

普通株式に係る四半期
純利益 

百万円 4,871 4,622 

普通株式の期中平均株
式数 

株 1,220,003 1,220,027 

  

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

 

四半期純利益調整額 百万円 ─ ―

普通株式増加数 株 201 386 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額

の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末

から重要な変動があった

ものの概要 

─
─
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期末配当 

平成22年５月28日開催の取締役会において、平成22年３月31日を基準日とする剰余金の配当（第９期

の期末配当）につき、次のとおり決議いたしました。 

  

 期末配当金額        3,355百万円 

 １株当たりの期末配当金   2,750円 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月７日

株式会社セブン銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社セブン銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第９期事業年度の第１四半期会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セブン銀行の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

   

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小澤 陽一    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮田 世紀    ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 

 



  
平成22年８月11日

株式会社セブン銀行 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社セブン銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第10期事業年度の第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セブン銀行の平成22年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

   

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    小澤 陽一     ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    宮田 世紀     ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月11日 

【会社名】 株式会社セブン銀行 

【英訳名】 Seven Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 二子石 謙輔 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 二子石 謙輔は、当社の第10期第１四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22

年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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